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(57)【要約】
【課題】溶媒を用いることなく、基板から金属を回収す
ることができる金属回収装置及び金属回収方法を得る。
【解決手段】高周波加熱装置が、高周波誘導加熱により
、基板の金属層１２Ｂを加熱する。金属層１２Ｂが加熱
されることで、例えば、金属層１２Ｂと接触している板
部材１２Ａの接合面側が部分的に溶融し、板部材１２Ａ
と金属層１２Ｂとの接合強度が弱まる。せん断力付与装
置２０は、板部材１２Ａと金属層１２Ｂとの接合面にせ
ん断力を付与する。このせん断力により板部材１２Ａと
金属層１２Ｂとが分離し、金属層１２Ｂが金属として回
収される。このように、溶媒を用いることなく、基板１
２から金属を回収することができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　板部材の板面に金属層が設けられた基板の前記金属層を高周波誘導加熱する高周波加熱
手段と、
　前記高周波加熱手段により加熱された前記金属層と前記板部材との接合面にせん断力を
付与して前記板部材と前記金属層とを分離するせん断力付与手段と、
　を備えた金属回収装置。
【請求項２】
　前記せん断力付与手段は、前記基板を挟持搬送することで前記板部材と前記金属層との
接合面にせん断力を付与する周速度の異なる２つのローラから構成されるローラ対を備え
る請求項１に記載の金属回収装置。
【請求項３】
　前記基板を挟持搬送する前記ローラ対は複数個設けられ、前記接合面に付与されるせん
断力のせん断方向を交互に変えるように、夫々の前記ローラ対を構成する前記ローラの周
速度が決められる請求項２に記載の金属回収装置。
【請求項４】
　前記基板を変形させることで前記接合面における前記板部材と前記金属層との接合力を
弱める接合力低減手段を備える請求項２又は３に記載の金属回収装置。
【請求項５】
　前記接合力低減手段は、前記基板を挟持搬送することで前記基板を変形させる２つの歯
車から構成される歯車対を備える請求項４に記載の金属回収装置。
【請求項６】
　板部材の板面に金属層が設けられた基板の前記金属層を高周波誘導加熱する高周波加熱
工程と、
　前記高周波加熱工程において加熱された前記金属層と前記板部材との接合面にせん断力
を付与して前記板部材と前記金属層とを分離するせん断力付与工程と、
　を備えた金属回収方法。
【請求項７】
　前記せん断力付与工程では、周速度の異なる２つのローラから構成されるローラ対で前
記基板を挟持搬送することで前記板部材と前記金属層との接合面にせん断力を付与する請
求項６に記載の金属回収方法。
【請求項８】
　前記せん断力付与工程では、前記基板を挟持搬送する前記ローラ対は複数個設けられ、
前記接合面に付与されるせん断力のせん断方向を交互に変えながら前記基板を複数個の前
記ローラ対で搬送する請求項７に記載の金属回収方法。
【請求項９】
　前記高周波加熱工程と前記せん断力付与工程との間に備えられ、前記基板を変形させる
ことで前記接合面における前記板部材と前記金属層との接合力を弱める接合力低減工程を
備える請求項６～８の何れか１項に記載された金属回収方法。
【請求項１０】
　前記接合力低減工程では、２つの歯車から構成される歯車対で前記基板を挟持搬送する
ことで前記接合面における前記板部材と前記金属層との接合力を弱める請求項９に記載の
金属回収方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属回収装置、及び金属回収方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、セラミック製基板に形成された金属部分（ニッケル等の金属層）を酸
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またはアルカリの溶剤で溶解させ、金属部分のみを回収する技術が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００３－２６８４５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、溶媒などを用いる方法では、溶媒そのものの処理に対する環境負荷やコ
ストの問題が生じる。
【０００５】
　本発明の課題は、溶媒を用いることなく、基板から金属を回収することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の請求項１に係る金属回収装置は、板部材の板面に金属層が設けられた基板の前
記金属層を高周波誘導加熱する高周波加熱手段と、前記高周波加熱手段により加熱された
前記金属層と前記板部材との接合面にせん断力を付与して前記板部材と前記金属層とを分
離するせん断力付与手段と、を備えることを特徴とする。
【０００７】
　上記構成によれば、高周波加熱手段が、高周波誘導加熱により、基板の金属層を加熱す
る。金属層が加熱されることで、例えば、金属層と接触している板部材の接合面側が部分
的に溶融し、板部材と金属層との接合面には、板部材と金属層との接合強度を弱める力が
作用する。
【０００８】
　せん断力付与手段は、板部材と金属層との接合面にせん断力を付与する。板部材と金属
層との接合強度が弱められているため、板部材と金属層とがせん断力付与手段によって付
与されるせん断力により分離し、金属層が金属として回収される。
【０００９】
　このように、溶媒を用いることなく、基板から金属を回収することができる。
【００１０】
　本発明の請求項２に係る金属回収装置は、請求項１に記載において、前記せん断力付与
手段は、前記基板を挟持搬送することで前記板部材と前記金属層との接合面にせん断力を
付与する周速度の異なる２つのローラから構成されるローラ対を備えることを特徴とする
。
【００１１】
　上記構成によれば、周速度の異なる２つのローラ間で基板を挟持搬送することで、板部
材と金属層との接合面にせん断力が生じる。高周波加熱手段により、板部材と金属層との
接合強度が弱められているため、板部材と金属層とがこのせん断力により分離し、金属層
が金属として回収される。
【００１２】
　このように、簡易な構成で板部材と金属層との接合面にせん断力を付与して基板から金
属を回収することができる。
【００１３】
　本発明の請求項３に係る金属回収装置は、請求項２に記載において、前記基板を挟持搬
送する前記ローラ対は複数個設けられ、前記接合面に付与されるせん断力のせん断方向を
交互に変えるように、夫々の前記ローラ対を構成する前記ローラの周速度が決められるこ
とを特徴とする。
【００１４】
　上記構成によれば、複数個のローラ対が、接合面に付与されるせん断力のせん断方向を
交互に変えるように基板を挟持搬送するため、効果的に板部材と金属層とを分離すること
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ができる。
【００１５】
　本発明の請求項４に係る金属回収装置は、請求項２又は３に記載において、前記基板を
変形させることで前記接合面における前記板部材と前記金属層との接合力を弱める接合力
低減手段を備えることを特徴とする。
【００１６】
　上記構成によれば、接合力低減手段が、基板を変形させることで接合面における板部材
と金属層との接合力を弱めるため、効果的に板部材と金属層とを分離することができる。
【００１７】
　本発明の請求項５に係る金属回収装置は、請求項４に記載において、前記接合力低減手
段は、前記基板を挟持搬送することで前記基板を変形させる２つの歯車から構成される歯
車対を備えることを特徴とする。
【００１８】
　上記構成によれば、歯車対が、基板を挟持搬送することで基板が変形するため、簡易な
構成で基板を変形させることができる。
【００１９】
　本発明の請求項６に係る金属回収方法は、板部材の板面に金属層が設けられた基板の前
記金属層を高周波誘導加熱する高周波加熱工程と、前記高周波加熱工程において加熱され
た前記金属層と前記板部材との接合面にせん断力を付与して前記板部材と前記金属層とを
分離するせん断力付工程と、を備えたことを特徴とする。
【００２０】
　上記構成によれば、高周波加熱工程では、基板の金属層を高周波誘導加熱する。金属層
が加熱されることで、例えば、金属層と接触している板部材の接合面側が部分的に溶融し
、板部材と金属層との接合面には、板部材と金属層との接合強度を弱める力が作用する。
【００２１】
　せん断力付与工程では、板部材と金属層との接合面にせん断力を付与する。板部材と金
属層との接合強度が弱められているため、板部材と金属層とがせん断力付与工程で付与さ
れるせん断力により分離し、金属層が金属として回収される。
【００２２】
　このように、溶媒を用いることなく、基板から金属を回収することができる。
【００２３】
　本発明の請求項７に係る金属回収方法は、請求項６に記載において、前記せん断力付与
工程では、周速度の異なる２つのローラから構成されるローラ対で前記基板を挟持搬送す
ることで前記板部材と前記金属層との接合面にせん断力を付与することを特徴とする。
【００２４】
　上記構成によれば、せん断力付与工程では、周速度の異なる２つのローラから構成され
るローラ対で基板を挟持搬送することで、板部材と金属層との接合面にせん断力が生じる
。高周波加熱工程で、板部材と金属層との接合強度が弱められているため、板部材と金属
層とがこのせん断力により分離し、金属層が金属として回収される。
【００２５】
　このように、簡易な構成で板部材と金属層との接合面にせん断力を付与して基板から金
属を回収することができる。
【００２６】
　本発明の請求項８に係る金属回収方法は、請求項７に記載において、前記せん断力付与
工程では、前記基板を挟持搬送する前記ローラ対は複数個設けられ、前記接合面に付与さ
れるせん断力のせん断方向を交互に変えながら前記基板を複数個の前記ローラ対で搬送す
ることを特徴とする。
【００２７】
　上記構成によれば、せん断力付与工程では、複数個のローラ対が、接合面に付与される
せん断力のせん断方向を交互に変えるように基板を挟持搬送するため、効果的に板部材と
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金属層とを分離することができる。
【００２８】
　本発明の請求項９に係る金属回収方法は、請求項６～８の何れか１項に記載において、
前記高周波加熱工程と前記せん断力付与工程との間に備えられ、前記基板を変形させるこ
とで前記接合面における前記板部材と前記金属層との接合力を弱める接合力低減工程を備
えることを特徴とする。
【００２９】
　上記構成によれば、接合力低減工程で、基板を変形させることで接合面における板部材
と金属層との接合力を弱めるため、効果的に板部材と金属層とを分離することができる。
【００３０】
　本発明の請求項１０に係る金属回収方法は、請求項９に記載において、前記接合力低減
工程では、２つの歯車から構成される歯車対で前記基板を挟持搬送することで前記接合面
における前記板部材と前記金属層との接合力を弱めることを特徴とする。
【００３１】
　上記構成によれば、２つの歯車から構成される歯車対が、基板を挟持搬送することで基
板を変形させるため、簡易な構成で基板を変形させることができる。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明によれば、溶媒を用いることなく、基板から金属を回収することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】（Ａ）（Ｂ）本発明の第一実施形態に係る金属回収装置に用いられる樹脂基板、
及び金属回収装置に備えられた高周波加熱装置を示した分解斜視図及び斜視図である。
【図２】本発明の第一実施形態に係る金属回収装置に備えられたせん断力付与装置を示し
た側面図である。
【図３】本発明の第一実施形態に係る金属回収装置を用いて樹脂板と銅層とを分離させた
写真が記載された図面である。
【図４】本発明の第二実施形態に係る金属回収装置に備えられた接合力低減装置及びせん
断力付与装置を示した側面図である。
【図５】（Ａ）（Ｂ）本発明の第二実施形態に係る金属回収装置に備えられた接合力低減
装置の歯車を示した側面図及び平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　＜第一実施形態＞
　本発明の第一実施形態に係る金属回収装置、及び金属回収方法の一例について図１、図
２を用いて説明する。
【００３５】
　先ず、本実施形態に係る金属回収装置１０（図１（Ｂ）、図２参照）によって金属が回
収される基板の一例としての樹脂基板１２（図１（Ａ）参照）について説明する。
【００３６】
　図１（Ａ）に示されるように、樹脂基板１２は、厚さ１００〔μｍ〕とされるポリイミ
ド系樹脂で成形された樹脂板１２Ａと、この樹脂板１２Ａの一方の面に電界メッキ処理に
より施された厚さ５０〔μｍ〕の金属層の一例としての銅層１２Ｂとを備えている。所謂
樹脂基板１２は、フレキシブル基板と同様の構成となっている。
【００３７】
　（金属回収装置）
　次に、金属回収装置１０について説明する。
【００３８】
　図１、図２に示されるように、本実施形態に係る金属回収装置１０は、樹脂基板１２を
高周波誘導加熱する高周波加熱手段の一例としての高周波加熱装置１６（図１参照）と、
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高周波加熱装置１６で加熱された樹脂基板１２の樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面に
せん断力を付与して樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとを分離して銅層１２Ｂを金属として回収
するせん断力付与手段の一例としてのせん断力付与装置２０（図２参照）とを備えている
。
【００３９】
　　＜高周波加熱装置＞
　図１（Ｂ）に示されるように、高周波加熱装置１６は、円状に形成された誘導コイル１
８と、誘導コイル１８の端部に接続され、この誘導コイル１８に高周波電流を流すための
電圧を印加する高周波電源１４とを備えている。
【００４０】
　本実施形態では、一例として、誘導コイル１８に高周波電流を流すことで、誘導コイル
１８の内側に配置された樹脂基板１２に対して、１５０～２００ｋＨｚの高周波を出力数
百Ｗで照射することができるようになっている。
【００４１】
　なお、樹脂基板１２と誘導コイル１８との空間配置関係については、適宜状況に応じて
選択することができる。
【００４２】
　　＜せん断力付与装置＞
　図２に示されるように、せん断力付与装置２０は、樹脂基板１２を挟持搬送することで
樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面にせん断力を付与する周速度の異なる２つのローラ
２２Ａ、２２Ｂから構成されるローラ対２２を複数個（本実施形態では一例として３個）
備えている。
【００４３】
　複数個のローラ対２２は、ローラ２２Ａの回転軸方向から見て、直線状に配置されてい
る。これにより、一のローラ対２２によって挟持搬送される樹脂基板１２は、樹脂基板１
２の搬送方向の下流側に配置された他のローラ対２２に引き渡され、他のローラ対２２に
よって挟持搬送されるようになっている。
【００４４】
　また、ローラ対２２を構成するローラ２２Ａと、ローラ２２Ｂとには夫々図示せぬ駆動
源又は制動源が備えられ、ローラ２２Ａとローラ２２Ｂとは異なる周速度で回転するよう
になっている。
【００４５】
　具体的には、ローラ２２Ａには駆動源が回転力を付与し、ローラ２２Ａに対向するロー
ラ２２Ｂには回転力を付与せず制動源が制動力を付与する。この構成により、ローラ２２
Ａとローラ２２Ｂとの間にせん断力が生じることで、ローラ２２Ａとローラ２２Ｂとで挟
持搬送される樹脂基板１２の樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面にもせん断力が生じる
ようになっている。
【００４６】
　さらに、一のローラ対２２と、一のローラ対２２に対して樹脂基板１２の搬送方向の下
流側に配置された他のローラ対２２とを比較すると、ローラ２２Ａとローラ２２Ｂとの配
置が逆になっている。これにより、他のローラ対２２により挟持搬送されることで樹脂板
１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面で生じるせん断力のせん断方向は、樹脂基板１２の搬送方
向の上流側に配置された一のローラ対２２により挟持搬送されることで樹脂板１２Ａと銅
層１２Ｂとの接合面で生じるせん断力のせん断方向とは逆になるようになっている。
【００４７】
　なお、ローラ２２Ａの回転力（回転速度）、ローラ２２Ｂの制動力、ローラ対２２間の
隙間の大きさ、又はローラ２２Ａ、２２Ｂの材料等については、適宜状況に応じて選択す
ることができる。
【００４８】
　（金属回収方法）



(7) JP 2013-82991 A 2013.5.9

10

20

30

40

50

　次に、前述した金属回収装置１０を用いて、樹脂基板１２から銅層１２Ｂを回収する金
属回収方法について説明する。
【００４９】
　この金属回収方法は、樹脂基板１２の銅層１２Ｂを高周波誘導加熱する高周波加熱工程
と、樹脂基板１２の樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面にせん断力を付与して樹脂板１
２Ａと銅層１２Ｂとを分離して銅層１２Ｂを銅として回収するせん断力付与工程と、を備
えている。
【００５０】
　＜高周波加熱工程＞
　図１（Ｂ）に示されるように、高周波加熱工程では、高周波加熱装置１６に備えられた
高周波電源１４が、誘導コイル１８に高周波電流を流すための電圧を印加する。
【００５１】
　誘導コイル１８に高周波電流が流れることで、誘導コイル１８の内側に配置された樹脂
基板１２に対して、１５０～２００ｋＨｚの高周波を出力数百Ｗで照射する。これにより
、銅層１２Ｂの表面付近に高密度のうず電流が発生し、そのジュール熱で銅層１２Ｂが加
熱される（発熱する）。
【００５２】
　銅層１２Ｂが加熱されることで銅層１２Ｂと接触している樹脂板１２Ａの接合面側が部
分的に溶融し、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面には、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂと
の接合強度を弱める力が作用する。つまり、高周波誘導加熱の金属表面近傍の選択的・瞬
間的加熱特性を利用し、銅層１２Ｂと樹脂板１２Ａとの接合面を選択的に急激に加熱し、
樹脂板１２Ａの接合面側を部分的に溶融する。
【００５３】
　＜せん断力付与工程＞
　図２に示されるように、せん断力付与工程では、せん断力付与装置２０に備えられた複
数個（本実施形態では３個）のロール対２２が、高周波加熱工程で樹脂板１２Ａと銅層１
２Ｂとの接合強度が弱められた樹脂基板１２を挟持搬送する。
【００５４】
　具体的には、樹脂基板１２の搬送方向の最も上流側に配置されたロール対２２（図中の
上側）の挟持部に樹脂基板１２が投入され、このロール対２２により投入された樹脂基板
１２がロール対２２により挟持搬送される。
【００５５】
　ここで、ローラ２２Ａには回転力が付与され、ローラ２２Ａに対向するローラ２２Ｂは
制動力が付与されている。このため、ローラ２２Ａとローラ２２Ｂとの間にせん断力が生
じることで、ローラ２２Ａとローラ２２Ｂとで挟持搬送される樹脂基板１２の樹脂板１２
Ａと銅層１２Ｂとの接合面にもせん断力が生じる。詳細には、樹脂板１２Ａが銅層１２Ｂ
に対して相対的に樹脂基板１２の搬送方向の下流側へ引っ張れるようなせん断力が、樹脂
板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面に生じる。
【００５６】
　さらに、最も搬送方向の上流側に配置されたロール対２２によって挟持搬送された樹脂
基板１２は、中央側に配置されたロール対２２（図中の中央側）に引き渡され、今度は、
このロール対２２により樹脂基板１２は挟持搬送される。
【００５７】
　ここで、このロール対（図中の中央側）では、搬送方向の上流側に配置されたロール対
２２（図中の上側）に比して、ローラ２２Ａとローラ２２Ｂとの配置が逆になっている。
このため、銅層１２Ｂが樹脂板１２Ａに対して相対的に樹脂基板１２の搬送方向の下流側
へ引っ張れるようなせん断力が、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面に生じる。つまり
、接合面に生じるせん断力のせん断方向が逆方向になる。
【００５８】
　さらに、中央側に配置されたロール対２２によって挟持搬送された樹脂基板１２は、搬
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送方向の下流側に配置されたロール対２２（図中の下側）に引き渡され、今度は、このロ
ール対２２により樹脂基板１２は挟持搬送される。
【００５９】
　ここで、このロール対（図中の下側）では、中央側に配置されたロール対２２（図中の
中央側）に比して、ローラ２２Ａとローラ２２Ｂとの配置が逆になっている。このため、
樹脂板１２Ａが銅層１２Ｂに対して相対的に樹脂基板１２の搬送方向の下流側へ引っ張れ
るようなせん断力が、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面に生じる。つまり、接合面に
生じるせん断力のせん断方向が逆方向になる。
【００６０】
　このように、せん断方向を交互に変えることで、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとが分離し
て銅層１２Ｂが金属として回収される。
【００６１】
　なお、図３には、実際に金属回収装置１０を用いて、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとを分
離させた写真が記載されている。このように、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとは、接合面を
境にシート状に分離される。
【００６２】
　（作用・効果）
　以上説明したように、溶媒を用いることなく、樹脂基板１２から銅層１２Ｂを金属とし
て回収することができる。また、溶媒を用いることがないため、安価な装置及び方法であ
る。
【００６３】
　また、高周波誘導加熱により銅層１２Ｂのみを加熱（選択的に加熱）して、樹脂板１２
Ａと銅層１２Ｂとの接合強度を弱める構成となっているため、銅層１２Ｂ（質源）を金属
として回収する際に生じる環境負荷を大幅に低減することができる。
【００６４】
　また、せん断力付与工程では、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面に生じるせん断力
のせん断方向が交互に変えられているため、せん断方向が一定の場合と比して、樹脂板１
２Ａと銅層１２Ｂとを効率良く分離することができる。
【００６５】
　＜第二実施形態＞
　次に、本発明の第二実施形態に係る金属回収装置、及び金属回収方法の一例について図
４、図５を用いて説明する。なお、第一実施形態と同一部材については、同一符号を付し
てその説明を省略する場合がある。
【００６６】
　（金属回収装置）
　先ず、金属回収装置３０について説明する。
【００６７】
　図４に示されるように、本第二実施形態に係る金属回収装置３０は、樹脂基板１２を高
周波誘導加熱する高周波加熱装置１６（図１参照）と、高周波加熱装置１６で加熱された
樹脂基板１２の接合面における樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合力を、樹脂基板１２を
変形させることで弱める接合力低減手段の一例としての接合力低減装置３２と、樹脂板１
２Ａと銅層１２Ｂとの接合面にせん断力を付与して樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとを分離し
て銅層１２Ｂを金属として回収するせん断力付与装置２０と、を備えている。
【００６８】
　　＜接合力低減装置＞
　図４に示されるように、接合力低減装置３２は、樹脂基板１２を挟持搬送することで樹
脂基板１２を変形させ、これにより、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面における樹脂
板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合力を弱める歯車対３４を備えている。
【００６９】
　歯車対３４は、平歯車である第一歯車３６と、第一歯車３６に対向して配置される平歯
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車である第二歯車３８と、を備えている。
【００７０】
　第一歯車３６及び第二歯車３８としては、例えば、図５に示されるように、歯車本体３
６Ａ、３８Ａ（図５（Ｂ）参照）の軸孔に、ロッド３６Ｂ、３８Ｂ（図５（Ａ）参照）を
嵌め込んだものを用いることができる。
【００７１】
　また、第一歯車３６のピッチ及び第二歯車３８のピッチとしては、樹脂基板１２の板厚
に依存するが、概ね２～４〔ｍｍ〕程度が好ましい。
【００７２】
　また、第一歯車３６と第二歯車３８との隙間（図４で示す寸法Ｄ）は、樹脂基板１２の
板厚に依存するが、樹脂基板１２の板厚の２～４倍程度が好ましい。
【００７３】
　また、第一歯車３６及び第二歯車３８の直径は、ピッチを考慮すると数十～数百〔ｍｍ
〕程度が好ましいが、特に回転トルクが必要となる場合（樹脂基板が比較的硬い場合等）
においては、より直径が大きい方が好ましい。
【００７４】
　（金属回収方法）
　次に、前述した金属回収装置３０を用いて、樹脂基板１２から銅層１２Ｂを回収する金
属回収方法について説明する。
【００７５】
　この金属回収方法は、樹脂基板１２の銅層１２Ｂを高周波誘導加熱する高周波加熱工程
と、樹脂基板１２の樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合面にせん断力を付与して樹脂板１
２Ａと銅層１２Ｂとを分離して銅層１２Ｂを銅として回収するせん断力付与工程と、を備
えている。
【００７６】
　さらに、この金属回収方法は、高周波加熱工程とせん断力付与工程との間に、接合面に
おける樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合力を弱める接合力低減工程を備えている。
【００７７】
　＜接合力低減工程＞
　図４に示されるように、接合力低減工程では、第一歯車３６及び第二歯車３８の少なく
とも一方に図示せぬモータから回転力が付与され、歯車対３４が、高周波加熱工程で樹脂
板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合強度が弱められた樹脂基板１２を挟持搬送する。
【００７８】
　樹脂基板１２が歯車対３４によって挟持搬送されることで、樹脂基板１２が部分的に変
形する。弾性特性の異なる樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとを変形（折り曲げる）させると、
弾性性能に優れた材料は元に弾性復帰して元に戻ろうとするが、展延性に優れた材料は変
形した状態を保持しようとする。
【００７９】
　つまり、樹脂板１２Ａは変形して元に戻ろうとするが、銅層１２Ｂは変形した状態を保
持しようとするため、接合面に空隙が生じる又は生じ易くなる。これにより、樹脂板１２
Ａと銅層１２Ｂとの接合力が弱まる。
【００８０】
　以上説明したように、樹脂板１２Ａと銅層１２Ｂとの接合力が弱まるため、溶媒を用い
ることなく、樹脂基板１２から銅層１２Ｂを金属として効率良く回収することができる。
【００８１】
　他の作用及び効果については、第一実施形態と同様である。
【００８２】
　なお、本発明を特定の実施形態について詳細に説明したが、本発明はかかる実施形態に
限定されるものではなく、本発明の範囲内にて他の種々の実施形態が可能であることは当
業者にとって明らかである。例えば、上記実施形態では、一枚の樹脂板１２Ａと銅層１２
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構成に限定されることなく、例えば、樹脂板と樹脂板との間に金属層が配置される等の複
数の層から構成（樹脂板と金属層とが交互に複数積層した構成を含む）される樹脂基板に
前述した金属回収装置及び金属回収方法を用いてもよい。
【００８３】
　また、上記実施形態では、熱可塑性樹脂であるポリイミド系樹脂により成形された樹脂
板１２Ａを例にとって説明したため、樹脂板１２Ａの接合面側が軟化・溶融することで、
樹脂板１２Ａ（板部材）と銅層１２Ｂ（金属層）との接合強度を弱める力が作用すること
を説明したが、例えば、熱硬化性樹脂や無機材料であれば熱膨張率の相違により、板部材
と金属層との接合強度を弱める力が接合面に作用する。
【００８４】
　また、上記実施形態では、板部材としてポリイミド系樹脂により成形された樹脂板１２
Ａを例に、金属層として銅層１２Ｂを例にとって説明したが、とくにこの構成に限定され
ることなく、他の材質であってもよい。例えば、板部材としてセラミック板を使用し、金
属層として銀層を用いてもよい。この場合には、前述したように、熱膨張率の相違を利用
して接合面の接合強度を弱めることとなる。
【００８５】
　また、上記実施形態では、特に説明しなかったが、樹脂基板１２に電子部品等のチップ
類が搭載されている場合には、先にリフロー炉を通してチップ類を取り外す工程が必要と
なる場合がある。
【００８６】
　また、上記実施形態では、メッキ処理により銅層１２Ｂが樹脂板１２Ａに形成されたが
、特にメッキ処理に限定される接着等により金属層（銅層１２Ｂ）が板部材（樹脂板１２
Ａ）に形成されてもよい。
【符号の説明】
【００８７】
１０　　　　　金属回収装置
１２　　　　　樹脂基板（基板の一例）
１２Ａ　　　　樹脂板（板部材の一例）
１２Ｂ　　　　銅層（金属層の一例）
１４　　　　　高周波電源
１６　　　　　高周波加熱装置（高周波加熱手段の一例）
１８　　　　　誘導コイル
２０　　　　　せん断力付与装置（せん断力付与手段の一例）
２２　　　　　ローラ対
２２Ａ　　　　ローラ
２２Ｂ　　　　ローラ
３０　　　　　金属回収装置
３２　　　　　接合力低減装置（接合力低減手段の一例）
３４　　　　　歯車対
３６　　　　　第一歯車（歯車の一例）
３８　　　　　第二歯車（歯車の一例）
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